平成22年度　第2回建設事業再評価監視委員会議事概要

日　　時　平成22年8月24日（火）　13時30分～16時15分

場　　所　大阪府立男女共同参画・青少年センター　大会議室1
出席委員　松澤委員長・岩井委員・加茂委員・小池委員・下村委員・土居委員・新川委員・
曲田委員

議　　題　（１）審議対象事業について
　　　　　（２）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）審議対象事業について
◆　審議に先立ち、事務局から審議スケジュールの案について説明。
　・　概ね毎月１回のペースで会議を開催、12月に意見具申の取りまとめを想定しているが、今後の進捗状況により適宜見直す。現場視察については、９月中に実施したい。
・　７月23日から８月23日までの１カ月間、審議対象事業に関する府民意見、意見陳述希望を募集したところ、意見の提出が１件あった。意見については、その意見に対する府の考え方と合わせ、次回に報告の予定。意見陳述の希望はなかった。

　◆［委員長］
　　　次に、本日の資料のうち、前回資料に追加、修正したものについて、説明をお願いしたい。また、本日の審議の進め方も併せて説明してほしい。
⇒［事務局］
　・　資料２「審議案件の概要及び事務局確認内容」については、前回の会議でのご質問に対する回答を「追加の確認事項」として追記した。
　・　資料３－１「評価調書」については、前回の会議で、対応方針（原案）の書き方としては「継続が妥当」という表現ではなく「継続」と言い切るべきとのご指摘があったので、そのように修正した。府民意見等の募集も修正済みの資料で行った。
　・　前回、個別事業に係る質問のほか、複数の事業に共通する質問もいただいた。具体的には、「用地交渉が難航している事業は、その具体的な状況」、「事業費が増減している事業は、その詳細な理由」、「道路、街路事業と無電柱化の関係」、「鉄道との交差部の工事費の積算」、「B/Cが大きく変動している事業は、その理由」で、このうち、「無電柱化」、「鉄道交差部の工事費」、「B/C」について、一般論としての考え方を先に説明する。
　・　次に、本日審議予定の7件について、個別の概要説明の中で、用地交渉が難航しているものはその具体的な状況、事業費が増減しているものはその詳しい理由を併せて説明する。

◆［委員長］
　　　それでは、「無電柱化」、「鉄道交差部の工事費」、「B/C」の一般的な考え方について、事務局から説明をお願いしたい。

⇒［事務局］

・　「無電柱化」について、前回の委員会で、道路事業と電線を地中化する事業は、目的が異なると思われるので、無電柱化の予算は、道路事業の予算に追加計上するのではなく、新規事業として、別に計上すべきではないか、というご意見があった。
・　法律では、電線共同溝の整備目的を安全かつ円滑な交通の確保と景観の整備としており、景観整備だけが目的ではなく、その位置づけも、道路の付属物としている。国の補助申請手続きにおいても道路整備と一体的に扱うこととされていることから、その予算を道路事業の予算に追加計上した。
　・　無電柱化対象区間の決定について、府では、平成16年４月に国が策定した無電柱化推進計画により、道路、街路を新設する際には、原則として、無電柱化する方針としているが、実施に当たっては、電力、通信事業者の合意が必要であるため、事業者等をメンバーとする大阪府電線類地中化地方部会に諮り合意が得られた路線から実施することとしている。

　・　今回の審議対象案件のうち無電柱化する路線は3路線である。このうち、枚方富田林泉佐野線（梅が丘黒原線）と枚方藤阪線は、今年度の再評価が無電柱化決定後の初めての評価となるため、今回その費用を計上しているが、堺港大堀線は、前回再評価時点で既に無電柱化することが決まっていたため、今回、事業費に変動はない。このように、無電柱化の決定と評価の時期により、今回、事業費が追加された案件と追加されていない案件とがある。
・　鉄道交差部の工事費の積算について、該当する事業は、大県本郷線、堺港大堀線、枚方富田林泉佐野線の３事業。大県本郷線は鉄道の下をくぐる工事で、地下道本体の築造工、本体を線路の下へ押し入れるけん引工、それに伴う仮設工を計上。工事費の合計は、間接工事費である共通仮設費、現場管理費、一般管理費を加えた約20億円。
・　堺港大堀線と枚方富田林泉佐野線は、鉄道の上をまたぐ跨線橋の工事で、道路になる部分の上部工と橋の脚になる部分の下部工という二つの工程で構成されている。上部工は、工場での製作費、現場まで運ぶ輸送費、橋を脚にかける架設費、道路面や壁を作る床版工の費用を計上。下部工は、土工、基礎工、コンクリート工の費用とそれぞれの間接工事費を見込んだ金額になっている。上部工と下部工の合計は、堺港大堀線で約11億円、枚方富田林泉佐野線で約4億円。これらの工事費は、過去の類似した工事の実績を基に積算している。
・　鉄道交差部の工事については、過去に事業費が変動したケースがあるので、評価調書に事業費の変動要因として記載しているが、具体的に追加工事等が必要になるかどうかは、今後、鉄道事業者との詳細な協議を行わなければ分からない。

　・　鉄道事業者の要請で事業が変動した事例として、平成16年度の再々評価案件である千里丘三島線の地下道設置工事のケースを参考に記載している。
○　現実的には、鉄道事業者から何か言ってこられたら、受け入れなければならないのか。

⇒［事務局］

個々のケースによるが、合理的な要請であれば、受けざるを得ない。

○　鉄道事業者との間に何か取決めのようなものはないのか。
⇒［都市整備部］
鉄道事業者は、安全な運行を第一に考えているが、そのために求められる安全基準等は、個々の路線によっても異なる。そのため統一的な取決めはなく、個別の協議によって内容が決まる。
○　このような事業では、道路を作る側と鉄道側のどちらにメリットがあるのか。

⇒［事務局］

多くの場合は、踏切を解消するための跨線橋や地下道なので、社会全体のメリットと言えるが、今回の場合、新たな道路の整備に伴う工事であることから、道路を設置する側が負担をする形になっている。
○　計画時と実施時の事業費の差が大きすぎるということと鉄道事業者との本格的な協議に入るのが遅すぎるということが問題だと思う。

⇒［事務局］

正確な事業費は、鉄道事業者の詳細設計を待たないと分からないが、実施直前にならないと、詳細設計をしてもらえないのが実態である。
○　全国どこの自治体の建設事業再評価でも、同じことが問題になっているのだろうと思う。少しずつでも改善を図っていくために、詳細設計の時期が遅すぎるということを言い続ける姿勢が必要なのではないか。

⇒［都市整備部］
　　　例えば、跨線橋の場合、道路橋示方書という基準に従って設置しなければならないが、あまり早く詳細設計を行ってしまうと、工事を実施するまでの間に、その基準が変更されることがある。そのため、通常は、跨線橋の設置工事が近づいてきた時点で、詳細な協議を行っているのが現状である。
○　計画時に比べ事業費が増加するケースが多いので、当初から事業費を多めに見積もっておくことはできないのか。過去の事例から、後で鉄道事業者が要請してくるようなことは、ある程度の予測が可能ではないかと思う。そうした予測を踏まえて、当初事業費の積算の精度を高める方法を検討すれば良いのではないか。

⇒［都市整備部］

今回の３路線は、過去の事例をもとに積算したもの。鉄道の場合、運行基準が変わるなど事業費の変動につながるような変更が多いが、事例は徐々に増加していくので、そうした事例を参考にしながら、計画時に、後の事業費の変動が小さくなるよう心がけて積算することは、可能と考えている。
◆［委員長］
　　　それでは、道路関係事業のB/Cの変動要因の一般的な考え方について、事務局から説明をお願いしたい。

　⇒［事務局］

・　前回と今回の評価における費用便益分析の変更点は4点。1番目の走行時間短縮便益の原単位の見直しについては、前回評価時の70.65が、今回は47.34へと大幅に低下している。これは、国土交通省の費用便益分析マニュアルが平成20年11月に変更されたことによるもの。

　・　2番目の検討期間についても、マニュアル変更によるもので40年間が50年間となった。
・　3番目の全国交通量予測値の変更について、これは国土交通省の調査に基づくもので、前回評価時点では、平成11年の交通量をもとに平成32年時点での交通量を予測した年間８,876億台キロという数値を用いて便益を算出していたが、今回は、平成17年の交通量をもとに平成42年の交通量を予測した年間７,490億台キロという数値を用いて便益を算出している。

　・　便益の値は、走行時間短縮便益の原単位の見直しで0.67倍、全国交通量予測値の変更で0.83倍となることから、単純計算では0.56倍となる。
　・　4番目の走行時間短縮便益算出の対象となる範囲について、前回は特定の競合路線のみを対象範囲としていたが、今回は当該事業によって影響を受ける路線すべてを対象範囲とした。そのため、今回の対象範囲は、前回に比べて相当広がっている。この変更による影響は、個別の路線によって異なるので、一概に言うことはできない。

　・　前回と今回では、便益の算出方法にこうした変更点があるため、B/Cの単純比較はできないが、1番目と3番目の変更の影響により、総じて低下傾向にあると考えられる。
○　4番目の走行時間短縮便益算出の対象となる範囲の変更について、もう少し詳しく説明してほしい。
⇒［都市整備部］
　　　前回評価時は、例えば、東西方向の道路を整備する場合で、当該道路の一本北側や南側に同じような東西方向の道路があれば、それら2路線を競合道路として設定し、その2路線への影響を抽出し、便益を算出していた。これが「設定した競合道路」を対象範囲とした場合の算出方法である。一方、今回の評価においては、こうした特定の路線だけではなく、当該路線の整備により影響を受けるすべての路線について、便益を算出するように変更した。国土交通省のマニュアルでは、原則として、こちらの方法によることとしているため、今回、その原則に従って算出することとしたもの。

○　3番目の全国交通量予測値の変更では、全国平均値で17パーセント減少しているが、大阪府内の道路についても全部一律に17パーセント減を適用しているのか、それとも道路ごとに異なるのか。
⇒［都市整備部］

17パーセント減は、全国平均の予測値の差である。個別の路線を見た場合、予測値が増加する路線もある。資料には、全体の傾向ということで、全国平均を記載している。
○　無電柱化の考え方について、前回の委員会で、目的が違うのであれば、予算も分けるべきではないか、と意見を申し上げた。それに対して、国庫補助金の申請においても道路整備と一体的に取り扱うこととされているとの回答だったと思うが、これは、予算的にも一体的に取り扱わなければいけない、ということと同じ趣旨だと理解してよいのか。
　⇒［都市整備部］
　　　電線共同溝（無電柱化）は、箱を歩道等の下に入れ、そこに電線を通すもの。道路整備と分けて施工することも可能ではあるが、道路を新設する際には、一体的に施工する方が費用面でも通行される方の利便性の面でも合理的である。そのため、道路と一体的に整備することとしているし、補助金的にも一体である。
○　他の自治体でも同じなのか。
⇒［都市整備部］

　　　同じである。道路の付属物と記載しているように、道路の部品だとご理解いただいて良い。他の付属物でも、同じような制度になっているので、必要な箇所では、道路整備のお金で部品として一緒に造っている。

◆［委員長］
それでは、個別事業の審議に移りたいと思う。国道480号父鬼バイパスについて、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から⑧の道路事業「国道480号（父鬼バイパス）」の事業概要を説明。

　・　大阪府と和歌山県を結ぶ広域幹線道路で、現道は勾配が非常に急であり、幅員も狭いことから、両府県でバイパスを整備する事業。
　・　当初、府域の全区間7.3キロを府が事業実施する計画であったが、平成20年度に府県境をまたぐ4.1キロの内、府域の2.8キロを国が代行して実施することとなったため、事業延長は7.3キロから4.5キロに減少、事業費は221億円から140億円に減額されている。
・　買収予定地に地籍混乱箇所があり、地図訂正に時間を要しているため、完成が前回評価時に比べ、２年遅れの平成27年度となる予定。当該箇所では約130筆の地籍が混乱しており、所有者不明地もあることから、境界確定や沿革調査に日数を要しているが、現時点では、面積ベースで約９割の境界立会いが済んでいる。境界確定後、用地買収を行っていく。

　・　B/Cは各事業共通の変動要因に加え、整備延長が7.3キロから4.5キロに変更された影響で前回の2.3が1.2となった。今回は、費用、便益ともに4.5キロで算出している。
　・　和歌山県側は、すでに平成21年度に事業完了していることから、対応方針（原案）を事業継続としている。
○　国が一部区間を代行して事業実施することになったとのことだが、通常、府県の境界をまたぐような場合は国が代行するということなのか。

⇒［都市整備部］
都道府県境をまたぐなど、規模の大きな事業については、基本的に直轄代行という手法が取られている。

○　府県境をまたがない府内だけの道路であれば、国が途中から代行することはないのか。

⇒［都市整備部］

ない。

○　国が代行したら、費用も全部国が持つのか。最後に請求されるということはないのか。

⇒［都市整備部］
　　　直轄代行制度は、府県間にまたがる事業というよりも、自治体では技術的に難しく、国の技術支援があったほうが望ましい箇所や事業規模が大きい場合に、国が直接整備するものである。大阪府域でのこの制度の適用は本事業が初めてだが、技術的というよりは費用面の問題があって、今回この制度を適用した。

　　　事業費について、従前の補助事業であれば事業費の2分の1、今の交付金制度であれば55％が国から交付されるが、直轄代行での地方負担は３分の１なので、若干の負担軽減が図られる。

○　B/Cが2.3から1.2に変動しているが、前回は事業延長を7.3キロ、今回は4.5キロとして算出したのか。それとも前回の2.3についても、事業延長を今回の4.5キロにそろえて算出し直したのか。

⇒［都市整備部］

事業区間が変わっているので、前回は7.3キロ、今回は4.5キロで算出している。

○　この道路は、和歌山県のどこにつながるのか。
⇒［事務局］

以前の「粉河」につながる。

◆［委員長］
　　　それでは、次に大県本郷線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から⑨の街路事業「大県本郷線」の事業概要を説明。

・　ＪＲ柏原駅周辺の交通混雑の緩和を図るため、ＪＲ関西本線と地下で立体交差する道路を新設する事業。
・　事業箇所付近でＪＲ関西本線と交差する道路は、府道柏原停車場大県線のみだが、幅員が狭く歩道も未設置であることから、慢性的な交通混雑が発生している。本事業は、交通混雑の解消と歩車分離による安全確保を図ることを目的としている。
・　事業費については、用地補償費が見込みを下回ったため、用地費が約５億円減少。ＪＲ関西本線との交差部分の施工方法については、現在、協議中なので、今後、事業費が変動する可能性がある。なお、ＪＲとの施工協議は平成24年度に完了し、25年度には工事着手の見込み。

　・　用地交渉については、代替地を要望されているところが３件あり、その条件が厳しく選定に時間を要したため、完成が５年遅れの平成27年度になる見込みである。１件は昨年度に契約締結済みで、平成23年度には当該地の買収は完了する予定。残りの２件については、収用も検討することとしている。
・　B/Cは各事業共通の変動要因により、前回の1.87が1.10に変動。

　・　本事業区間のうち、国道25号から150メートル区間は、平成20年３月に供用を開始。用地交渉が難航し遅延しているが、用地は確保できる見通しが立ち、平成27年度の完成が見込まれていることなどから、対応方針（原案）を事業継続としている。

○　用地費が５億円も減少した一方で、用地買収が非常に難渋しているということだが、これらには、どのような関連があるのか。

⇒［都市整備部］

用地費については、地価が下落傾向にあることから、最近買収した用地の場合は特に、当初見込んでいた費用に比べて大幅に減少している。
○　その余った費用を交渉が難航している土地の買収価格に上乗せして、買収を進めることはできないのか。民間であれば、一定の期間内に買収を完了させるためには、そういう手法を用いることがある。
⇒［都市整備部］

　　　公共の場合、用地補償基準に基づいて価格が決まるので、あちらが減ったから、その分のお金をこちらへ積むということはできない。その時点での適正な評価に基づいた土地の価格に、補償費や移転費用を含めた金額を提示して交渉している。
○　ＪＲ柏原駅前の再開発事業とは、どのようなことをするのか。

⇒［都市整備部］

事業主体は柏原市で、駅前の土地を集めてビルを建てる事業。再開発ビルは住宅で、すでに竣工していると思う。不確かな部分はあるが、概ねそのような内容だったと記憶している。この再開発区域から国道25号までは、本路線の供用済み150メートル区間と市道でつながっている。

○　前回の再評価では、この道路の必要性の中で、国道25号と旧170号をつないで25号の混雑を解消する、といった説明を受けたような気がする。記憶に不確かな部分はあるが、今回、その記載がなくなっている。この道路整備の必要性が変わったのか。
　⇒［都市整備部］
　　　都市計画では旧170号までつながることになっているが、事業区間は前回評価時から変わっていないので、この道路の必要性も変わっていない。当時、どのような説明をしたのかは、過去の資料等で確認する。
○　先ほど、鉄道交差部の工事費の積算について説明があったが、本路線についても、今後、関西本線との交差部分の工事費が変動する可能性があるのか。
⇒［都市整備部］

事業費は過去の事例をもとに積算しているが、JR西日本との協議によっては、変動する可能性もある。

◆［委員長］
　　　それでは、次に八尾富田林線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から⑩の街路事業「八尾富田林線」の事業概要を説明。

　・　国道170号の混雑時の緩和を図り、南阪奈道路へのアクセスとして、市道郡戸古市線からさつきの住宅までの1.9キロの区間を新設する事業。

　・　一部区間の構造を変更する必要が生じたため、前回評価時に比べ工事費が６億円増加している。変更するのは２期区間の北側約150メートルで、掘割構造をボックス構造に変更した。本路線は市道河原城17号線及び１５号線と３箇所で交差するため、当初、この3箇所で市道を分断し、掘割の外側に側道を設け、橋を一つ架ける計画であったが、地元協議において反対意見が出された。地元は、もとの市道の機能確保を強く要望されたため、市道河原城17号線の分断を回避するためボックス構造へと変更し、利便性の向上を図るためボックスの上に周回路を整備することとした。これらの変更により工事費が約６億円増額した。一方で地価下落により用地費が約１億円減少したため、事業費トータルでは５億円増となっている。
　・　公共事業費の削減により、市道郡戸古市線から市道河原城羽曳が丘西１号線までの0.5キロを１期区間、市道河原城羽曳が丘西１号線から南阪奈道路までの1.0キロを２期区間として、分けて整備することとしている。現在、１期区間の整備を優先的に進めており、1期区間は、用地が100パーセント、工事が40パーセントの進捗で、平成24年度に完成の見込み。２期区間は、用地が80パーセント、工事は０パーセントの進捗で、財政見通しが明らかになった段階で事業スケジュールを見極めることとしており、完成予定時期は未定である。
・　大幅なペースダウンで２期区間の完成予定時期が未定ではあるが、事業費確保のほかに支障となる要因はなく、事業の必要性にも変化はないため、対応方針（原案）を事業継続としている。
　・　なお、南阪奈道路からさつきの住宅までの0.4キロ区間は平成16年３月に、また、さつきの住宅から府道美原太子線までの0.7キロ区間は別事業としてすでに完了し、供用されている。B/Cは各事業共通の変動要因により、前回の4.32が1.66に変動している。
○　全般的に用地の価格は下がっているのか。
⇒［都市整備部］

下がっている。

○　B/Cについては、次回で良いので、B/Cそのものの数値だけではなく、便益と費用、予測交通量や混雑度の具体的な変化を示してほしい。

○　さつきの住宅について、居住人口や世帯数はどのくらいなのか。
⇒［都市整備部］
確認して報告する。
◆［委員長］
　　　それでは、次に大阪岸和田南海線（王子工区）について、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から⑪の街路事業「大阪岸和田南海線（王子工区）」の事業概要を説明。

・　和泉市域における南北方向の交通混雑の解消を図るため整備する本路線のうち、市道北信太駅前線から市道王子町17号線までの0.6キロ区間を新設する事業。市道王子町17号線から府道富田林泉大津線までの区間は、本路線と同じ断面で供用している。

　・　買収予定地８筆の地籍が混乱しており、民間同士の境界について不確定な部分があるため、用地取得に想定以上の日数を要している。境界確定の合意が図られるよう、府としても調整し境界確定後、買収を進める。

　・　B/Cは各事業共通の変動要因により、前回の2.83から1.2に変動している。

　・　用地買収の難航と公共事業費の削減により遅延しているが、これらの要因が解消される見込みとなり、平成24年度に完成の予定である。事業の必要性には変化がないため、対応方針（原案）を事業継続としている。

○　当該事業区間0.6キロの北側、図面の点線部分はどのような計画になっているのか。

⇒［都市整備部］
　　　都市計画道路として計画はされているが、財政状況が厳しいため、実施の目途は立っていない。
　○　本事業の効果は、当該事業区間ができた場合の効果であって、北側の点線部分は考慮していないと考えて良いのか。また、その考え方は前回評価時から変わっていないのか。
⇒［都市整備部］
　　当該事業区間ができているか、できていないかだけで判断している。また、考え方は、前回評価時と同じ。
○　北側の点線部分ができると、効果は変わると考えて良いか。

⇒［都市整備部］
　　北側の点線部分を整備する際は、その部分だけのB/Cを算出して判断することになる。

○　この区間が完成すれば、渋滞は解消されるのか。

⇒［都市整備部］
　　　当該事業区間の西側にある国道26号を北方向に通行する際に、府道富田林泉大津線から当該路線を通り、市道北信太駅前線から府道泉大津美原線へ抜けることができるようになるので、26号の渋滞解消に効果があると考えている。
○　ということは、当該事業区間の便益は、最初からネットワークを考慮して算出していたのか。

⇒［都市整備部］
　　　効果としては、当初からネットワークで考えていたが、便益をネットワークで算出したのは今回が初めて。前回評価時の便益は特定の競合路線で算出している。

○　今の説明では、市道北信太駅前線や府道富田林泉大津線などは、スムーズに流れているようだが、どの程度の道路なのか。

⇒［都市整備部］
両方とも通常の2車線道路で、当該路線の供用済区間、事業中区間も2車線道路である。
○　この区間を通した途端に、それらの道路や他の場所で新たな渋滞が発生する心配はないのか。
⇒［都市整備部］
この市道や府道では、交通量が増えて便益が低下することが予測されるが、国道26号や府道大阪和泉泉南線の混雑が解消されることで、それ以上に便益が上がるため、トータルではコスト以上の効果が期待できると考えている。
○　便益などよりも実質のほうが大事。実際に新たな渋滞が発生する恐れはないのかどうかを聞いている。新たな渋滞が発生し、交通事故が増えるようなことがあれば、そんな道路は造らないほうがましということになる。
⇒［都市整備部］
　　これらの市道や府道は2車線で、当該路線も2車線で整備している。当該路線が4車線で、受けとなる市道や府道が2車線であれば、新たな渋滞の発生等も危惧されるが、2車線から2車線なので、そのような悪影響はないと考えている。
◆［委員長］
　　　それでは、次に堺港大堀線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から⑫の街路事業「堺港大堀線」の事業概要を説明。
　・　松原市域を東西方向に連絡する府道堺大和高田線、府道大堀堺線の慢性的な交通渋滞を緩和するため、道路を新設する事業。事業費については、現時点での変動はないが、近鉄南大阪線との立体交差部分があるので、施工協議により今後変動する可能性がある。

　・　府道堺大和高田線、府道大堀堺線では、依然として慢性的な渋滞が発生しており、本事業の必要性に変化はない。なお、事業区間の東端から国道309号までは、事業区間と同じ断面で供用している。

　・　B/Cは各事業共通の変動要因により、前回の4.19から1.41に変動している。

　・　本事業も公共事業費の削減により、前回評価時に比べて完成が６年遅れの平成28年度となる見込みである。事業費削減のほかに進捗の支障となる要因はなく、必要性にも変化がないため、対応方針（原案）を事業継続としている。

○　実際には現場を見ないと具体的なことは分からないと思うが、書面上は問題ないのではないか。
◆［委員長］
　　　それでは、次に南海本線・高師浜線連続立体交差について、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から⑬の連続立体交差事業「南海本線・高師浜線連続立体交差」の事業概要を説明。
　・　交通渋滞と市街地分断の解消を図るため、高石市の南海本線3.1キロ及び高師浜線1.0キロ区間において鉄道を高架化し、踏切13箇所を除却する事業。

　・　平成11年度の耐震基準見直しに伴い工事費が約51億円増加している。これは、用地買収の遅れで平成20年７月まで本体工事着手の目途が立たなかったため、前回再評価時点で費用を計上できなかったものである。また、地元説明会で、騒音、振動の軽減について強い要望があり、仮線の路盤改良や防振枕木等の対策を追加することとなった。これに伴い工事費が約16億円増加し、事業費トータルでは前回評価時に比べ約67億円増加している。
　・　当該事業区間の踏切における交通遮断量は依然として多く、事業の必要性に変化はない。

　・　B/Cは前回評価時の1.67から1.07に変動している。ただし、本事業の走行時間短縮便益の算出の対象となる範囲は、前回、今回ともに「影響を受ける路線全て」としている。従って、最初に説明したB/C変動の一般的な要因のうち、本事業に当てはまるのは、①走行時間短縮便益の原単位の見直し、②検討期間の変更、③将来交通量予測の変更の3つのみである。
　・　用地交渉の状況については、未買収地が２箇所あり、いずれも府が提示している価格に対して不満があるため、買収に応じてもらえていない。このうち１箇所は平成22年１月に収用申請を行っており、現在審理中である。残る１箇所についても、交渉を継続しながら収用の申請手続きも進め、平成23年度末までに買収を完了したいと考えている。

　・　用地交渉が難航したため、前回評価時に比べて完成が7年遅れの平成31年度となる見込みであるが、事業の必要性に変化はないため、対応方針（原案）を事業継続としている。

○　前回の評価時点では、耐震基準の変更に伴い変動する工事費を計上できなかったということだが、平成11年には基準の見直しがあった訳で、いずれ工事費を変更する必要が出てくるだろうという予測はできなかったのか。金額までは予測できないにしても、変動する可能性があることくらいは、指摘できたのではないか。

⇒［都市整備部］
前回評価時点の平成17年度では、用地買収が難航していたため、本体工事着手の目途が立っていなかった。こうした設計の基準は、時々において見直しがなされるので、本体工事着手の目途が立っていない段階で設計を進め、着手するまでに再度基準が見直されることがあると、設計をやり直さなければならなくなる。そのため、平成20年７月に最後の地権者の方から協力が得られ、本体工事に着手する目途が立った時点で、設計の見直しを行い、今回、追加の工事費を計上した。
○　550億円のうち、大阪府の負担割合はどの程度か。

　⇒［都市整備部］
　　　全事業費の45パーセントを国、10パーセントを鉄道事業者、15パーセントを地元市が負担し、府の負担は30パーセントである。これら４者の協働事業として実施している。

　○　今回増加した費用は、550億円の中に含まれているのか。

⇒［都市整備部］
550億円に含まれている。工事費の内訳で高架工というものがある。高架橋本体を築造する工事費で、前回は249億円を計上していたが、今回316億円に増額している。

◆［委員長］
　　　それでは、次に箕面森町（水と緑の健康都市）について、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から⑭の特定土地区画整理事業「箕面森町（水と緑の健康都市）」の事業概要を説明。
　・　約300名の地権者が所有する約313.5ヘクタールにおける区画整理事業で、平成17年度の前回評価時から、事業計画に大きな変更はないが、平成20年度の財政再建プログラム（案）において、第1区域は事業の完成を目指し、施設誘致区域である第3区域は、粗造成の概成が見込まれる平成24年度末に採算性等を精査の上、基盤整備工事の実施を判断することとされた。なお、第２区域は民間地権者が開発する区域である。

　・　第1区域は平成19年度に一部まちびらきされており、平成22年５月末現在で273世帯883名が居住。住民からは、まちの成熟を望む声も大きく、事業を完了させる必要がある。

　・　第１区域における大阪府の保留地は住宅地583区画で、平成19年10月から販売を開始している。平成22年５月末現在で販売中の242区画のうち159区画が契約済みで、残る区画は、順次、宅地化を完成させ、平成27年度までに販売を完了する見込みである。

　・　B/Cは道路事業とは全く異なる方法で算出しており、平成21年度の国の算出マニュアル改訂と地価変動の影響により、前回の1.05から1.17に変動している。

　・　工事費は、前回評価時に比べて2億円増加している。第1区域にある里山住宅地の区画道路は、非常にカーブが多く、電柱を立てる場合、非常に多くの電柱や支柱が必要になるということが、電力事業者との協議で判明した。分譲の推進や町のコンセプト等を考慮して、無電柱化することとしたため、事業費が増加した。
・　第3区域の基盤整備工事の実施は、平成24年度末時点で判断することとしているため、現時点での大阪府の方針は固まっていない。そのため、対応方針（原案）については、第1区域の事業の完成を目指して事業を継続することとしている。
○　泉北ニュータウンなどのように住宅地全体の高齢化が進み、住宅が余ってきているのが全国的な傾向だと思う。そのような中で、このまちの将来見通しについては、どう考えているのか。
⇒［都市整備部］
　　　箕面森町のコンセプトの一つは「多世代共生」で、最初から、幅広い世代の方に入居していただくことを考えて事業を進めている。現在、約880名が入居されているが、最も多いのが30代で、次が子ども。その次が40代、そして60代以上の高齢者の方も入居されている。新しい市街地によくあるように、ほぼ同じ世代の方が同時に入って、その方たちが同時に高齢化していくということが、できるだけ起こらないように進めていきたいと考えている。

　○　このまちの魅力はどういったところなのか。今後の余野川ダムの動向も影響するのではないか。
⇒［都市整備部］
　　　このまちの魅力の一つは「自然共生」である。入居者を対象としたアンケートによると、都心部に近いところでありながら、非常に自然が多いというところに魅力を感じていただいており、今後も自然を生かした生活環境づくりを進めていきたいと考えている。余野川ダムは、平成21年３月に近畿地方整備局が当面実施しないこととしたので、その跡地をどう有効に活用していくか、地元の箕面市等と協議していく。

○　本件事業の収支については、どのような計画になっているのか。

⇒［都市整備部］
事業費582億円に対して、保留地の売却収入が162億円、国からの補助金等が41億円、残りが大阪府の負担で379億円という内訳になっている。

○　379億円は一般財源か。

⇒［都市整備部］
　　　一般財源である。

○　この事業を大阪府が実施することとした理由を教えてほしい。
⇒［都市整備部］
余野川ダムの建設に伴い、地元から、周辺の開発も要望されていたが、できるだけ良好な街づくりを行うためには、公的な開発が望ましいということで、大阪府が実施するという判断をしたもの。その後、オオタカの営巣が確認されたことなどから、平成13年度に大幅な計画見直しが行われ、今の絵姿となっている。

○　その内容を視点１の事業の必要性に明記したほうが良いと思う。今の記載内容では、そもそもこの事業が必要になった理由というよりは、第1区域は既に住まれている人もいるので、完成させなければならない、としか読めないのではないか。事業そのものが当初必要とされたことを書いた上で、さらに第1区域については、もう住んでいるので完了が必要というような、二段構えにされたほうが、この欄の趣旨に合うのではないかと思う。

○　余野川ダムの国での廃止手続きの進み具合と地元も合意されているようだがダム用地や調整池跡地について、次回、もう少し詳しく説明してほしい。

◆［委員長］

時間が押しているので、個別事業の審議は、ここまでにしたいと思う。

（２）その他

◆［委員長］

本日の質問に対しては、次回以降、さらに説明をお願いすることとし、その内容について、事務局から確認してほしい。

◆　事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。
・　⑨大県本郷線に関して、前回評価時の目的。

・　⑩八尾富田林線に関して、さつきの住宅の概要。またB/Cについて、前回評価時と今回の便益と費用の内訳、当該区間の予測交通量の前回と今回の比較。

・　⑭箕面森町に関して、余野川ダムの国の廃止手続きとダム用地や調整池の詳しい説明。
○　B/Cについては、混雑度もお願いしたい。また、これらの内訳は、八尾富田林線だけでなく、審議対象の道路事業すべてについて、示してほしい。
⇒［都市整備部］
　　　前回は、混雑度をもとに速度を算出していたが、今回は、速度を直接算出する形になっているので、混雑度は出せない。
○　出せる範囲で構わない。
⇒［都市整備部］
工夫はしてみるが、無理かもしれない。便益と費用の内訳、予測交通量は示せる。
◆［委員長］

最後に、視察する現場について、ご希望等があれば伺いたい。事務局では、午後の半日で見て回れる程度の範囲で考えているとのこと。事業費が大きいところでは、箕面森町あたりか。
○　事業費の大きいところで良いと思う。箕面森町については、果たして民間が開発するかどうか、民間の見通しがどうなのか確認しておいたほうが良いのではないか。
⇒［都市整備部］
第2区域については、豊田通商株式会社が昨年12月から工事に入っている。

○　あと事業費が大きいところでは、南海本線の連続立体交差はどうか。

◆［委員長］
視察先については、箕面森町と高石市の連続立体交差事業現場でお願したい。

本日はこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
以上
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